
垂直的製品差別化と市場構造

野　　　本

Iはじめに

一国の経済成長に伴う経済規模の拡大,ある

いは,市場統合に伴う経済規模の拡大にもかかわ

らず,依然として集中的な市場構造が維持され続

けている産業ではどのような技術上および選好上

の条件が成立しているのであろうか。この点を明

らかにすることが本論文の目的である。

まず,消費者の選好に関連して,製品差別化に

関する説明からはじめることとする。製品差別化

には2つのケースがある。第1のケースとして,

「水平的製品差別化」がなされている場合という

のは,もし当該製品群に属するすべての製品が同

一の価格で提供されたならば消費者は最も選好す

る財の選択に関して異なっている場合と定義され

る。また,第2のケースである「垂直的製品差別

化」がなされている場合というのは,もし当該製

品群に属する任意の2製品が同一の価格で提供さ

れたならばすべての消費者は同一の製品を選択す

ることに同意する場合と定義される。

従来,「水平的製品差別化」のケースについて

は小売業の立地モデル等多くの研究がなされてき

たが,「垂直的製品差別化」のケースについては

ほとんど関心が払われてこなかった。「水平的製

品差別化」のケースでは,参入に伴う国定費用が

減少する,あるいは,経済規模が拡大するにつれ

て,産業の中の企業数は無限に増加するというこ

とが明らかにされている。このような現象が起こ

り得るのは,正の市場占有率を有し,かつ,単位

当たり可変費用を上回る価格を設定する任意の多

数企業を市場が維持することが出来るからである。

企業の間隔がより密着するにつれて,企業間の価

格競争により価格は単位当たり可変費用の水準に

了

接近する。これに対して,本論で示されるように,

「垂直的製品差別化」のケースにおいては,参入

に伴う固定費用がいかに低水準であろうとも,価

格競争の性質自体によって均衡においては限られ

た企業数のみが存続し得る。言い換えれば,非協

力価格均衡において共に存在し得る企業数には上

界が存在するのである。市場が集中化するか細分

化するかを論ずる際に問題となるのは,品質の改

善に対して消費者が喜んで支払う金額と品質の改

善に伴う単位当たり可変費用の増加との関係であ

る。

IIでは,議論全体を基礎づける価格競争の説明

を行う。垂直的製品差別化がなされている市場で

の非協力価格均衡における企業数の有限性を示す

とともに,市場統合による経済規模の拡大が企業

数にどのような影響を与えるかについて検討する。

IIIでは,参入・品質選択・価格競争という3段階

ゲームを組み,外生的に決定されている参入に伴

う固定費用がサンタ費用としての性質を有する場

合,サブゲーム完全均衡はどのような戦略の組み

合わせから成り立っているのかを検討する。さら

に,IVでは、品質の選択に伴う国定費用をサンク

費用としての性質を有する内生的に決定される変

数として導入してサブゲーム完全均衡戦略を検討

するとともに,経済規模と品質水準との関係につ

いても検討する。最後に,Ⅴでは,これまで述べ

てきた技術上および選好上の条件がどのような産

業に適用可能かについて考察する。

II価格競争
1論点

ここで明らかにされることは,次の2つの点で
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ある。はじめに,垂直的製品差別化がおこなわれ

ている市場での非協力価格均衡において共に存在

し得る財の数は上に有界であることが示される。

そして,このような市場を統合して自由貿易が行

なわれる「共同市場」を形成すると,均衡におい

て共に存在する財の総数は減少する傾向があり,

その際,最も低い品質の財が市場から消えて行く

ことが示される。以下において部分均衡分析の単

純な例を用いてこれらの点を明らかにする。

2設定

i供給側

当該産業は費用ゼロで品質の異なる代替財を生

産する多数の企業から構成されている。各企業が

生産する財の品質は外生的に与えられているとす

る。それぞれの財を指標k=1,…,nで表わし,企

業kは価格pkで財kを販売する。

ii需要側

嗜好は同じであるが所得(t)という点では異

なる消費者の連続体を仮定する。所得はある範囲

で一様分布している。(0<a≦t≦b)

図日-1

密度

各消費者はこれらn個の企業の内の1つの企

業からちょうど1単位の財を購入するか,あるい

は全く購入しない。そこで,効用関数を次のよう

に定める。

U(t,k)=uk・t k=1,‥・,n

財kを1単位とn個の財以外のもの(所得)を

t単位消費することによって得られる効用。

U(t,0)=叫・t

t単位の所得のみを消費することによって得られ

る効用。

ここで0<uo<ul<…<unとし,記号rk-1,k

を次のように定義する。

rk-1.k=uk/(ukTuk-1)

従って,rk-1.k>1である。

また,所得水準tkを,価格pkで財kを購入す

る状態と価格pk_1で財k-1を購入する状態と

が消費者にとって無差別な所得水準と定義する。

すなわち,

uk・(tk-pk)=uk-1・

であるから,これを変形すると,

uk uk-1

(tk~琴-1)

uk~uk-1-~~　　uk~uk-1

uk　　　　.′.　　　uk

・pk+(1-

`pk-1

uk~uk-l uk-ukql
)・pk-1

=rk-1,k・pk+(1-rk-1,k)・pk-1

となる。同様にして,

ul・(tl-pl)=uo・tl

であるから,

tl=荒・pl=ro・1・pl
となる。

U(t,k)=uk・tから明らかなように,tkよ

り大きい所得を有する消費者は価格pkで財kを

購入する状態を価格pk_1で財k-1を購入する

状態よりも厳密な意味で好む。逆の場合は,逆で

ある。

3利潤(収入)

n個の各企業について,一様分布に限定せず任

意の密度関数f(t)に関して,費用をゼロと仮定

しているから,利潤を次のように書くことが出来る。

ik=nの場合

Rn=pn・l:f(t)dt

ii l<k<nの場合

Rk=pk工:+1…
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iii k=1の場合

tl≧aの時

Rl=pl・J::f(t)dt

tl≦aの時

Rl=pl・
Jごf(t)dt

図Il-2

4補助定理

均衡において,最も品質の高い財は正の市場占

有率を有する。さらに,もし,ある財の市場占有

率がゼロならば,それよりも低い品質のすべての

財の市場占有率もまたゼロとなる。

補助定理1

非協力価格均衡(ベルトラン・ナッシュ均衡)

においてn個の財が正の市場占有率を有するな

らば,利潤最大化の1階の必要条件は,

b
f(t)dt>f(tn)・tn
tn

tk十l

tk

f(t)dt>f(tk)・tk l<k<n

である。

[証明]

k=nの場合

豊,pn・=Itf(t)dtTp穏・f(tn)
=JE佃瑚・rn-1・nイ(tJ

=JEf(t)dt-{tn-(1-rn-1・J・pn-1●}・f(tJ

=JEf(t)dt-f(tn)・tn

+pn-1*・(1-rn-1.n)・f(t。)=0

しかしながら,r。-1.。>1であるから,

Jき(t)dt>f(tJ・tn
である。

1<k<nの場合

賢一。k*=J
tk+l

tk
f(t)dt+p『・票㌣・f(tk十1)

ーpご・豊鮎)
tk+l

tk

f(t)dt+pk*・(1-rk.k+1)・f(tk.1)

-pk*・rk-1,k・f(tk)

tk十l

tk

f(t)dt+pk*・(1-rk,k-1)・f(tk-1)

Tttk-(1-rk-1,k)・pkrl*)・f(tk)

tk+l

tk

f(t)dt-f(tk)・tk

+pk*・(1-rk,k+1)・f(tk+1)

+pk-1*・(1-rk-1.k)・f(tk)=0

しかしながら,rk,k+1>1かつrk-1.k>1である

から,

J:+1

である。

補助定理2

f(t)dt>f(tk)・tk

所得の範囲がb<4aに限定されている場合,

均衡において,多くとも2つの財(n財とn-1

財)のみが正の市場占有率を有し,他のより品質

の低い財の市場占有率はゼロとなる。
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[証明]

補助定理1より,K・(b-tn)>K・tn。よっ

て,b>2tn。同様に,K・(t。-t。_1)>K・tn_l。

よって,t。>2t。_1。これより,b>4t。-1。即

ち,(b/4)>t。_1。

また,b<4aという仮定より,(b/4)<a。

ゆえに,t。_1<a。

これにより,財n-2,…,1の市場占有率は

ゼロとなる。

ここで示されているのは,高品質財間の価格競

争によって,最も貧しい消費者でさえもたとえ価

格がゼロに設定されてもより低い品質の財を好ま

ない水準にまで高品質財の価格が押し下げられて

いるという状況である。

図日-3

密度

O tn_l a tn b

もしも,b<2aならば,tn<(b/2)<aに

より,n財のみが正の市場占有率を有する。

補助定理3

所得の範囲が2a<b<4aに限定されている

とする。その際,異なる代替財を生産する任意の

n個の企業の内,均衡において,ちょうど2つの

企業が正の市場占有率を有する。さらに,均衡に

おいて,すべての消費者はこの2つの財の内のい

ずれかの財を購入する。

[証明]

補助定理2により,この所得の範囲では多くと

も2つの財のみが正の市場占有率を有することが

明らかになった。そこでこれらの財を財1および

財2とする。また,ここで記号Ⅴを次のように

定義する。

Ⅴ= u2~uo

u2~ul

聖二塑_+一里旦二望
u2~ul u2~ul

ul/(u2-ul)

ul/(ul-u。)
+1

(u2/(u2-ul)〉-1

ul/(ul-uo)

一旦互∃_+1
ro,1

+1

Ⅴは財の相対的な品質を計測している。

財1については,tl=ro,1・plが成立している。

よって,利潤最大化の1階の必要条件を次のよう

に書き直すことが出来る。

tl≧aの時

豊一。l*=J:f(t)dt+pl・・3g・f(t2)

-pl*▼告f(tl)
t2

tl

f(t)dt+pl*・(1-rl,2)・f(t2)

一pl*で0,1・f(tl)

=J::f(t)dt+t・(1,rlT2)・
-tlイ(tl)

=K・(t2-tl)+吉・(1-rl・2)・K
-tl・K

=0

これより,

t2=tl・(三悪+1+1)=tl・(Ⅴ+1)

tl≦aの時

卦。1*=J:f(t)dt+pl・・豊・f(t2)
=J:f(t)dt+pl*・(lTrl・2)・f(t2)
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=K・(t2,a)+tl・(空)・K
=0

これより,

t2=a+tl・(Ⅴ-1)

財2イとっいては,

t2=rl,2・p2+(1-rl,2)・pl

が成立しているから,

p2=
t2+(rl,2-1)・(tl/ro.1)

rl.2

tz+tl・(Ⅴ-1)

r1.2

である。よって,利潤最大化の1階の必要条件を,

次のように書き直すことが出来る。

監I。2*=J bf(t)dt-p2*・rl.2・f(t2)t2

=K・(b-t2)

-(t2+tl・(Ⅴ-1))・K

=0

これより,

t2=(抜)・(b-tl・(Ⅴ-1))

図日-4

ここで,財2について導かれた式にtl=0を

代入すると,

t2(0)=(b/2)>a

となり,財1と財2について導かれた式は,tl>

0かつt2>aを満たす点において交差する。この

ことは,2つの財が共に正の市場占有率を有して

共存することを意味している。さらに,仮に,tl>

aの領域に解があるとすれば,

(兢)・(b-a・(Ⅴ-1))>a・(Ⅴ+1)

即ち,

(b-a)/3a>Ⅴ

でなければならない。また,仮定b<4aより,

(b-a)/3a<1

であるから,Ⅴ<1となる。しかしながら,Ⅴは

常に1より大であるから矛盾が生じる。よって,

tl≦aであり,すべての消費者はこの2つの財の

内のいずれかの財を購入する。

5市場統合

これまでに導かれた,所得の範囲が2a<b

<4aに限定されているならば価格におけるナッ

シュ均衡において共に存在し得る財の数はちょう

ど2つであるという結論は,経済規模(K)とは

独立の関係にある。このことは,貿易の結果とし

て,一般に企業数が減少することを示唆している。

すなわち,最も極端な場合として,経済規模以外

のすべての点で同一の2つの経済を考えてみると,

貿易の開始される以前にはそれぞれの経済はちょ

うど2つの企業を維持しているが,これら2つの

経済を貿易によって結びつけた後では,この所得

の範囲では2つの企業しか存続し得ないのである

から,2つの企業は統合された市場から退出して

いくことになる。また,2つの経済の所得分布が

異なっている時には,所得分布が異なっているほ

ど統合された市場にはより多くの企業が存続でき,

所得分布が似かよっているほど存続し得る企業の

数は減少する。以下において,例を示す。

垂畢

2つの分離された経済(A国とB国)のそれ

ぞれにおいて,所得は[ai,bi],i=A,B,の

範囲で一様分布しており,2ai<bi<4aiとす

る。分離時にそれぞれの経済では2つの財が維持

されており,双方あわせて4つの財は異なった代

替財とする。このような状況の下で,もしbA>

bB,aA>aB,bA<2bB,aA<2aBならば,

統合された経済では,多くとも3つの財のみが維

持される。
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O aB aA bB bA

(<2aB)　　　　　(<2bB)

(aA/2)<aB<aA<(bA/2)くbB<bA

図日-5

[証明]

(i)tn<bB

もLtn≧bBならば,補助定理1より,

KA・(bA,tn)>KA・tn

であるから(bA/2)>t。となる。しかしながら,

仮定によりbB>(bA/2)であるからbB>tnと

なり矛盾が生じる。よって,tn<bB。

(ii)tn<(bA/2)

もLtn<aAであれば,仮定より,aA<(bA/

2)であるからtn<(bA/2)となる。

そこでaA≦t。<bBと仮定する。補助定理1

より,

(KA+KB)・(bB-tn)+KA・(bATbB)>(KA+KB)・tn

である。よって,

t。<
KA・bA+KB・bB

2・(KA+KB)

=÷・(
KA KB

KA+KB ULt`KA+KB ・bB)

しかしながら,bA>bBであるから,

t。<(bA/2)

となる。

(iii)tn_1<aA

もLt。<aAであれば明らかである。

そこで,aA<tn<(bA/2)とし,tn_1≧aA

と仮定すると,補助定理1より,

(KA+KB)・(tn-tn_1)>(KA+KB)・tn_1

である。よって,(t。/2)>t。_1。

さらに,(ii)の結果と仮定により,

(tn/2)<(bA/4)<aA

である。ゆえにt。_1<aAとなり矛盾が生じる。

よって,t。_1<aAである。

(iv)t。_2≦aB

t。_2>aBと仮定すると,補助定理1より,

KB・(tn-1-tn_2)>KB・t。_2

である。即ち,(t。_1/2)>tn_2。(iii)と仮定

より,(tn_1/2)<(aA/2)<aBとなり矛盾

が生じる。よって,t。_2≦aBとなる。

ゆえに,n-3財の市場占有率はゼロである。

密度

O t。-2　aB aA

図日-6

III外生的サンク費用

1論点

ここで行なわれる分析は3段階非協力ゲームに

基づいている。第1段階では,各企業は当該産業

に参入するか否かを選択する。参入に際しては,

生産数量とは独立であるという意味で固定費用と

しての性質を有する開始費用を負担する。開始費

用は回収できないサンク費用であり,大きさは外

生的に与えられているとする。よって,第1段階

の終了時には各企業はどの企業が参入しどの企業

が参入しないかわかっている。次に,第2段階で

は,各企業は自企業が生産する財の品質を選択す

る。そして,最後の第3段階では,競争企業の品

質を観察した上で,各企業は自企業の財に設定す

る価格を選択する。

企業の戦略はこれら3段階の各段階においてと

られる行動を特定化している0才って,純粋戦略
は,「参入しない。」,あるいは,「参入する。参入

した企業の数に依存して,品質の水準を選択する。

参入した企業数と参入企業それぞれの財の品質に

依存して,価格を設定する。」のいずれかになる。

このようなゲームにおけるサブゲーム完全均衡

においては,潜在的参入企業の内のちょうど2つ

の企業が当該産業への参入を選択し,これら2企
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業は互いに差別化された財を生産することを選択

し,そして,これら両企業はともに正の利潤を得

ることが明らかになる。

n個の企業の戦略の組は,もし,どの段階の後

でも,残りの段階から構成されるゲームに属する

企業の戦略部分がそのサブゲームにおいてナッシュ

均衡であれば,この3段階ゲームにおけるサブゲー

ム完全均衡になって＼ゝる。それゆえ,サブゲーム

完全均衡の検討にあたっては,ゲームの最終段階

である第3段階から分析を始めることになる。

2価格競争

所得の範囲が2a<b<4aに限定されている

と仮定する。すると,IIの分析において,2つの

品質の異なる財に対して価格におけるナッシュ均

衡をなす一意の価格の組が存在することが明らか

にされている。その際,両企業はともに正の収入

を得ている。他方,もし両企業が品質の同じ財を

選択したならば,非協力価格均衡は両企業の価格

がゼロになることを保証しており(ベルトランの

複占の場合),両企業の収入は均衡においてゼロ

となる。

3品貿競争

次に,企業が品質を選択する第2段階の分析に

入る。ここで,kを参入した企業の数とする。そ

して,Gkを最初に品質が選択され,それから価

格が選択される2段階ゲームとする。

はじめに,参入した企業の数がちょうど2つで

あると仮定する。そして,各企業は叫≦ui≦石

の範囲にある品質の水準uiを選択するとする。

石は外生的に与えられた品質の上限である。

ここでR(u;Ⅴ)を,競争企業の財の品質が

Ⅴの時に財の品質をuと選択した時の,価格にお

けるナッシュ均衡での収入とする。

補助定理1

任意の2つの品質u>Vに関して,最高の品質

の財を生産する企業の収入が競争企業の収入より

も大きい。すなわち,R(u:Ⅴ)>R(Ⅴ;u)

である。

[証明]

u,Ⅴに対してそれぞれ設定される価格の組合

せp,qを価格におけるナッシュ均衡とする。す

ると,均衡においてⅤは正の市場占有率を有し

ているから,p>qは自明である。ところで,最

高の品質の財を生産する企業にとって利用し得る

戦略の1つは,qに等しい価格を設定することで

ある。(この時,低品質の財を生産する企業の収

入はゼロとなる。)しかしながら,均衡において

p>qとなっているのは,qを設定してすべての

消費者を獲得する時の収入よりも,p>qを設定

して所得上位層の消費者のみに限定した方が収入

が多いからである。一方,低品質の財を生産する

企業の収入はqという価格で消費者の一部分を

獲得することによって得られるのであるから,明

らかに高品質の財を生産する企業の収入よりも小

さくなる。

補助定理2

両企業の収入は,より品質の高い財の品質が向

上するにつれて増加する。すなわち,R(u;Ⅴ)

とR(Ⅴ;u)は,u>Ⅴに関して,uの増加関数

である。

[証明]

IIの補助定理3において明らかにされたように,

均衡解は図II-4の領域γには存在せず,領域α

と領域βのみに存在する。よって各領域毎にそれ

ぞれの企業の収入を計算することが出来る。

(i)領域α

この領域内での両企業の利潤最大化の1階の必

要条件

t2=a+tl・(Ⅴ-1)

t2=(兢)・〈b-tl・(Ⅴ-1))

は,交点

tl=

t2=

)
a2b(

(b+a)

3′

・

l

′

/

　

3

′
/

(Ⅴ-1))

を有している。よって,企業1の収入は次のよう

に表すことが出来る。

R(ul;u2)=pl・K・(t2-a)

=(tl/ro,1)・K・[〈(b+a)/3)-a]

=(K/ro.1)・[(b-2a)/(3・(Ⅴ-1))]・((bT2a)/3)

=(K/ro.1)・(1/(Ⅴ-1))・((b-2a)/3)2
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=(K/ro.1)・(ro,1/(rl.2-1))・〈(b-2a)/3〉2

=K・〈(bT2a)/3)2・〈1/(rl,2-1)〉

=[K・〈(b-2a)/3)2]/[(u2/(u2-ul))-1]

=K・((b-2a)/3)2・((u2-ul)/ul)

また,企業2の収入は次のように表すことが出

来る。

R(u2:ul)=p2・K・(b-t2)

=[〈t2-(1-rl,2)・pl〉/rl,2]・K・(b-t2)

=(t2-(1-rl,2)・(tl/ro.1)〉・K・(b-t2)・(1/rl.2)

=[t2-〈(1-rl,2)/ro,1)・((b-2a)/3(Ⅴ一1))]・

K・(b-t2)・(1/rl,2)

=[t2+((rl,2-1)/ro.1〉・((b-2a)/3)・

tro,1/(rl,2Tl))]・K・(b-t2)・(1/rl.2)

=[((b+a)/3)+〈(b-2a)/3)]・K・

[b-((b+a)/3)]・(1/rl,2)

=K・((2b-a)/3)2・((u2-ul)/u2〉

よって,いずれもu2>ulに関してu2の増加関

数となっている。

(ii)領域β

この領域内での交点は,

tl=a

t2=(抜)・〈b-a・(Ⅴ-1))

である。

よって,企業1の収入は次のように表すことが

出来る。

R(ul;u2)=pl・K・(t2-a)

=(tl/ro.1)・K・(t2-a)

=(a/ro.1)・K・[(兢)・〈b-a・(Ⅴ-1))-a]

=K・a・〈b-a・(Ⅴ+1))/(2・ro,1)

ここで,r0,1はul/(ul-uo)であるから,u2

とは独立である。また,Ⅴは,

Ⅴ=(u2-uo)/(u2-ul)=
ul/(u2-ul)

ul/(ul-u。)
+1

であるから,u2の減少関数である。ゆえに,u2

が増加すると,R(ul;u2)は増加する。

また,企業2の収入は次のように表すことが出

来る。

R(u2:ul)=p2・K・(b-t2)

(t2-(1-rl,2)・pl)

rl,2
・K・(b-t2)

[t2+((rl.2-1)/ro.1)・tl]
・K・(b-t2)

rl.2

=[(兢)・(b-a・(V-1))+(Ⅴ一1)・a]・K・

lb-(%)・tbTa・Ⅳ-1))]・(1/rl.2)

K・〈b+a・(Ⅴ-1)〉2

4・rl.2

K・〈b+a・(Ⅴ-1)〉2

4・((Ⅴ-1)・ro.1+1〉

この対数をとる。

1nR(u2;ul)=lnK+2・lntb+a・(Ⅴ一1)〉

-ln4-1n((Ⅴ-1)・ro.1+1〉

この対数をⅤで偏微分する。

∂1nR(u2;ul)　　　2・a rO.1

∂V b+a・(Ⅴ-1)(Ⅴ-1)・ro.1+1

a・ro.1・(Ⅴ一1)+2・aTb・ro.1

(b+a・(Ⅴ-1)〉・〈(Ⅴ-1)・ro,1+1〉

Ⅴ>1であるから,分母は正の値をとる。一方,

分子はⅤの線形増加関数であるから,領域βに

おけるⅤの最大値において負の値をとれば,分

子は領域βでは負の値をとる。

a・Ⅴ≦(兢)・〈b-a・(Ⅴ一1)〉≦a・(Ⅴ+1)

より,

((b-a)/(3・a))≦Ⅴ≦((b+a)/(3・a))

であるから,

a・ro,1・[((b+a)/(3・a)ト1]+2・a-b・ro,1
=(ro.1/3)・(b-2・a)+2・a-b・ro,1

=2・a-ro,1・(2/3)・(a+b)

<2・a-ro,1・(2/3)・(3・a)('/2・a<b)

=2・a・(1-ro.1)<0　　('・`ro,1>1)

よって,R(u2;ul)はⅤの減少関数であるから,

u2の増加関数となっている。

ここで,「下方からの最適反応」を定義する。

1つの企業が品質uを選択し串とする。その時,

[uo,u]の範囲にあるすべての品質の中からR(Ⅴ;

u)を最大化する品質Ⅴを選択する。R(Ⅴ;u)はⅤ

に関して連続であるから,任意のuに関してR(

Ⅴ;u)は閉集合[uo,u]中のⅤについて最大値をと

る。さらに,Ⅴ=uではR(Ⅴ;u)=0であり,一

方,uO<Ⅴ<uではR(Ⅴ;u)>0であるから,最大

値はuよりも厳密な意味で低い品質において達
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成される。最適反応の集合を次のように定めると,

p(u)=〈vI R(V;u)=maXR(S;u);uo≦S≦u)

前述の議論により,β(u)≠串,かつ,uO<uに

関してu¢β(u)となる。

命題1

ゲームG2は純粋戦略においてサブゲーム完全均

衡を有している。外-ムの結果は異なった品質を

もたらし,両企業とも均衡において正の収入(利

潤)を得る。

[証明]

石を選択する企業を企業2とし,競争企業を企

業1とする。競争企業1によって選択される品質

ⅤをⅤ∈β(u)とする。企業2による品質の選択

石を与件とすれば,企業1による品質の選択Ⅴは

β(u)の定義によって最適である。

さらに,(這,Ⅴ)がナッシュ均衡であるという証

明を完成させるためには,企業1による品質の選

択Ⅴを与件として,石が企業2にとって最適な選

択であることを示さなければならない。

はじめに,補助定理2により,石はどのような

u>Ⅴに対しても選好されることがわかる。次に,

企業2がuo≦u2<Ⅴにある品質uZを選択したと

すると,補助定理2により,

R(u2;Ⅴ)<R(u2;石)

となる。しかしながら,Ⅴ∈β(u)であるから,

R(u2;u)≦R(Ⅴ;這)

となる。また,補助定理1により,

R(Ⅴ;石)<R(這;Ⅴ)

である。よって,

R(u2;Ⅴ)<R(這;Ⅴ)

となる。ゆえに,企業1による品質Vの選択を

与件とすれば,企業2にとって,古を選択するこ

とが最適となる。

以上により,2つの企業が存在する時には,品

質におけるナッシュ均街が存在し,品質選択,価

格選択という2段階ゲームにおけるサブゲーム完

全均衡となっていることが明らかとなった。

次に参入した企業の数が2よりも大きい場合を

考察する。

命題2
ゲームGk,k>2,はui=u,1≦i≦k,とい

うナッシュ均衡を有する。

[証明]

1つの企業を除いてすべての企業が石を選択

していると仮定する。すると,少なくとも2つの

企業は品質正という同質の財を販売しているこ

とになる。同質の財を販売する2企業間の非協力

価格均衡に関するベルトランの議論に従えば,こ

れら企業のそれぞれは価格をゼロに設定する。よっ

て我々の考察している残りの1企業は,u=諒で

は価格はゼロとなり,また,u<石では販売量が

ゼロとなるから,u≦石のどのような品質を選択

しても収入はゼロとなる。ゆえに,Gkはui=石,

1≦i≦k,というナッシュ均衡を有しているの

である。

3参入

亡(充分に小さい正の値)を開始費用とし,ゲー

ムGk`をゲームGkにおけるすべての利得から亡

を差し引いたゲームとする。n個の潜在的参入企

業があるとすると,これらの企業は次のような3

段階ゲームEn`を行う。第1段階では,各企業は

参入するか否かを決定する。参入を選択した企業

の数kに応じて,これらk個の企業はゲームG隻

を行う。参入しないことを選択した企業の利得は

ゼロである。

命題3

充分に小さい任意のど>0と任意の潜在的参入

企業数n>2に関して,

(i)2企業が参入し,それぞれが異なる財を生

産し,いずれも正の収入(利潤)を得るサブゲー

ム完全均衡が存在する。

(ii)k>2の企業が参入するサブゲーム完全均

衡は存在しない。

[証明]

n個の潜在的参入企業の中から抜き出された2

つの企業の組み合わせに対応して,これら2企業

による参入の決定を与件とすると,他の企業のそ

れぞれにとって参入しないことによる利潤はゼロ

であり,一方,参入することによる利潤は,命題
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2により,-亡である。ゆえに,(ii)の部分が

示された。しかしながら,ちょうど2企業が参入

する時には,古は充分に小さい値であるから,そ

れぞれの企業は正の利潤を得る。ゆえに,命題1

により(i)となる。

IV内生的サンク費用

1論点

ここで行なわれる分析は2段階非協力ゲームに

基づいている。第1段階では,各企業は財を選択

する。財の選択に伴う費用は生産数量とともに変

化することはないから固定費用であり,この固定

費用の水準は企業による財の選択によって内生的

に決定される。また,この固定費用は回収できな

いサンク費用とする。次に,第2段階では,財の

特定化を与件として,企業は価格競争を行なう。

ここでの目的は,たとえ経済の規模がどのよう

に大きくなろうとも少なくとも1企業はある特定

の市場占有率の水準を維持し続ける,即ち,市場

が細分化しない技術上および選好上の条件を明ら

かにすることにある。

また,これまでは「垂直的製品差別化」のみが

行われている場合を考察の対象としてきたが,垂

直的側面と水平的側面の両面において製品差別化

が行われている場合にモデルを拡張する。

2モデル

財は垂直的特質uと水平的特質hとによって

あらわされるとする。消費者は所得tと最も選好

する水平的特質α(消費者の立地点)によって特

定化される。消費者が価格pで(u,h)の財を1単

位購入する時,この消費者の効用をU(u,d,y)と

表す。ここでは,d=EhqαL y=t-pとし

ている。tはあるコンパクト集合上において密度

関数f(t,α)に従って分布しており,f≧Ht,α)

≧至>0と仮定する。さらに,U。>0,Ud<0,

U。,>0と仮定する。Uuy>0という仮定は,よ
り所得の大きい消費者は一定の品質の向上に対し

て喜んでより多くを支払うことを保証している。

F(u)を(u,h)という特質を有する財を開発する

際にかかる国定費用とする。また,C(u)を単位

当たり可変費用とし,品質の水準に依存している

とする。

ここで考察されるのは2段階ゲームである。第

1段階では,各企業は費用F(u)で(u,h)という

特質を有する単一財を選択するか,さもなければ,

参入しないことを選択する。第2段階では,価格

競争が行われ,価格におけるナッシュ均衡(ベル

トラン均衡)を求める。これにより,2段階ゲー

ムにおけるサブゲーム完全均衡を特徴づける。

技術に関して2つの仮定を導入する。初めの仮

定は,C(u)の形状に関連している。

仮定1

以下のような条件を満たす,厳密な意味で正の

値を有する3変数の組(〃,p,△)が存在する。も

しも他企業がu≦正かつ任意のhという特質を

持つ財を単位当たり可変費用で供給するならば,

正+△かつ任意のhという特質を持つ財をp+C

(正+△)という価格で供給する企業は消費者の内

の少なくとも〃部分を獲得する。

この仮定1は,品質改善の費用が単位当たり可

変費用におけるゆるやかな増加率のみを伴うこと

を要求している。より明確には,品質における任

意の改善に対して,単位当たり可変費用の増加は,

最も所得の大きい消費者の限界評価よりも厳密な

意味で下回っていることを要求している。

仮定ご

u∈[0,∞)において,F(u)>0,F′(u)>0,か

つ,F′(u)/F(u)は上に有界である。(βをF'/F

の上界とする。)

この2番目の仮定は,財の品質と国定費用

F(u)との間の関係に関連している。品質の改善

は常に固定費用における増加を伴うことと,一定

の品質改善を達成するために必要な固定費用の比

例的増加は有界であることを仮定している。

ここで,後で使用するために次の関係を導いて

おく。F'(u)/F(u)=βと書き,正から正+Aま

で定積分を行う。

J:+A{FJ(u)/F(u)}du=J:+Aβ・du
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[lnF(u用+d=[β・璃+d
lnF(正+△)-lnF(正)=β・△

ln[F(正+△)/F(正)]=β・△

F(正+△)/F(百)=eβ△

βは上界であるから,

F(正+△)≦F(正)・eβA

という関係が成立している。

金畢

仮定1,2の下では,経済の規模にかかわりな

く均衡において少なくとも1企業がλよりも大き

い市場占有率を有する,λ>0が存在する。

[証明]

λ<[〟・p/(b・(1+eβ△))]を選択する。JJ,p,

△は仮定1によって与えられている。また,bは

消費者所得の最大水準であり,βはF′/Fの上界

である。Sを市場に存在する消費者の人数とする。

ここで,各企業がλないしλ以下の市場占有率

を有する財の構成は均衡ではないことを示す。そ

のために,任意の企業がより高い品質を選択する

ことにより自企業の利潤を増加させることができ

ることを示すことによって,このことを明らかに

する。もしも各企業が市場占有率≦λを有すると,

すべての企業はλ・b・Sよりも少ない収入を獲

得する。

供給されている最高の品質を正とする。正を生

産している企業は固定費用F(正)を負担しており,

F(G)は均衡において収入を上回ることは出来な

い。しかしながら,収入は多くともλ・b・Sで

あるから,F(正)≦λ・b・Sである。ある企業が

(百+△,h)の財を供給すると仮定する。これは,

価格の均衡ベクトルに影響を与える。しかしなが

ら,価格におけるナッシュ均衡においては,正の

販売量を持つ企業は単位当たり可変費用を下回る

価格を有することは出来ない。仮定1より,参入

企業は競争企業によって設定される価格とは関係

なく価格p+C(正+△)で市場占有率〃を獲得す

ることが出来る。よって,均衡において,可変費

用を差し引いた収入は〟・p・Sを上回っている。

しかしながら,仮定2より,F(正+△)≦F(正)・

eβ△であるから,利潤方は,

7T≧JL・p・S-F(ti)・eβ△

≧(JL・p-λ・b・eβ△)・S

(`.'F(正)≦λ・b・S)

>λ・b・S

(∴`λ<[〃・p/(b・(1+eβ△))])

である。ゆえに,財の特質のこのような変化は利

潤を増加させ,初期の構成が均衡であるという仮

定と矛盾する。

この命題が示していることは,品質改善に伴う

負担が可変費用よりも主として固定費用にかかる

産業においては,極限においても,細分化された

市場構造には至らないということである。

丞

同時参入の場合には,供給される最高品質百,

そして,それに伴う国定費用の水準F(正)は,経

済の規模Sの増加と共に無限に増加する。

[証明]

まず初めに,F(0)>0であるから,任意のS

に対して,有限個の企業のみが参入する。よって,

すべての企業に関してuの最大水準を定義する

ことが出来,これを百とする。ここで,均衡に

おいて参入しないことを選択する任意の企業につ

いて考察する。このような企業は百十△という

品質水準で参入することによって,少なくとも〃

・p・Sという可変費用を差し引いた収入を得るこ

とが出来,それに伴う固定費用は多くともeβ△・

F(正)である。均衡は非参入企業がもしも参入

したならば非正の利潤を獲得することを要求して

いるから,均衡においては,

JL・p・S<eP△・F(正)

でなければならない。よって,

JL・p・S・e.β△<F(百)

となる。これより,F(百),そして正は,Sと共

に無限に増加する。

この系が示唆していることは,経済規模の増大,

ないし,自由貿易による類似の経済の結合は,細

分化された市場構造をもたらすのではなく,より

高い固定費用の水準で操業され,より品質の高い

財を生産する集中化された市場構造をもたらすと

-27-



いうことである。言い換えれば,固定費用に対す

る支出の均衡水準は,経済の規模とともに増加す

るのである。

Ⅴおわりに

財の品質を高めるために振り向けられる

R&D支出,および,財のイメージを確立するた

めになされる広告支出は,共通の基本的性質を有

している。いずれの場合も,これらの活動に伴う

固定費用の増大は,当該企業の供給する財に対し

て消費者が支払っても良いと思う金額を高めるた

めに,長期的戦略の一環として企業によって遂行

される。本論文において述べられている中心的ア

イデアは,品質改善に伴う負担が,可変費用では

なく,主として固定費用にかかるときには,産業

は集中的構造となる強い傾向があるということで

ある。よって,ここで展開されたモデルは,

R&D集約的産業,および,広告集約的産業への

適用が可能である。

また,垂直的製品差別化がなされている財に関

する産業内貿易の分析にも適用される。もしも自

由貿易によって2つの類似した経済が統合された

ならば,短期的には(財の特質が固定されている

場合),高品質財の価格の低下と低品質財を生産

している企業の退出が生じる。しかしながら,長

期的には,統合された市場は依然として相対的に

集中化した市場構造のままであり,品質における

限界的改善からの各企業への収益はより大きくな

り,供給される品質のスペクトラムは上方へとシ

フトする傾向にある。
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